
86　応急仮設住宅用地の確保について

主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省土地・建設産業局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《平成30年度国予算の内容》
　◇　地震対策の推進　　　　　　　　１８６百万円
　◇　被災者支援・復興対策の推進②　　３４百万円
《国土強靱化アクションプラン2017》　　（P56，P60）
　◇　国土利用
　◇　土地利用（国土利用）
《自由民主党 総合政策集2017 J-ファイル》（P90）
　◇　国民の生命と財産を守る「国土強靱化（日本を強くしなやかに）」の加速
《公明党 マニフェスト2017》（P18，P19）
　◇　復興・災害対策の強化へ

県担当課名　　用地対策課
関係法令等　　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法案，災害救助法

　■　応急仮設住宅用地の候補地として，みなし仮設を含み７７，０００戸を確保
　　しているが，津波浸水区域内や，進入路の狭い候補地が含まれていること
　　から，候補地のグレードアップ(質的改善）が求められている。

　■　候補地の嵩上げや，進入路拡幅などのグレードアップには，
　　時間を要することから，既存の公有地を主体とした候補地に加え，
　　民有地において更なる候補地の確保が求められている。

　■　本県では，「南海トラフ巨大地震」・「中央構造線活断層地震」による
　　被害想定において，７３，０００戸の応急仮設住宅が必要になると
    推計している。

　■　候補地が，所有者不明土地である場合，現行の財産管理人制度では，
　　災害救助法に定める２０日以内の応急仮設住宅の建設着工が困難となる。

直面する課題

発災 ２０日以内

民有地において
更なる候補地の確保

事務手続：約１０ヶ月
（裁判所へ申立て～許可）

着工

建設

国土の約２割が
所有者不明土地

『財産管理人制度』による所有者不明土地の利用

現行制度では

約９ヶ月の遅れ

グレードアップが
求められる候補地
が含まれる時間を要する

応急仮設住宅

必要 ７３，０００戸

確保 ７７，０００戸

嵩上げ

進入路拡幅

許可

公有地候補地の
グレードアップ
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　所有者不明土地を発災直後から応急仮設住宅用地として利用できるよう，
　　「発災後の事務手続きの簡素化」や「発災前の事務手続きの完了」を
　　可能とする制度を創設すること。

　・　既存候補地の「グレードアップ」を行う工事や
　　民有地の「候補地把握調査」に対する支援制度を創設すること。

　■　応急仮設住宅用地の候補地を早期確保するためには，
　　既存候補地のグレードアップを進めるとともに，「民有地」の候補地を把握
　　しておくべきである。

　■　所有者不明土地を発災直後から利用できるようにするためには，
　　利用権付与に関する事務手続きを，発災後であれば簡素化，
　　発災前であれば完了させる仕組みとするべきである。

　・　応急仮設住宅用地を「地域福利増進事業」の対象として，
　　明確に位置付けること。

　■　応急仮設住宅用地を「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する
　　特別措置法案」において，所有者不明土地の利用が可能となる
　　「地域福利増進事業」に組み入れるべきである。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言 応急仮設住宅用地の確保を促進するための制度創設

将来像

応急仮設住宅用地確保による被災者の迅速な生活再建

国土強靱化の加速に向けて

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法案

事務

手続き

２０日以内

着工・建設

発災

事務手続き

（６ヶ月以上）

着工

建設

裁定

○手続き案

○発災前の
手続きの完了

裁定

利用権
付与

事務

手続き

○発災後の

手続きの簡素化

裁定

着工・建設
利用権
付与

バックキャスティングの
視点に立った
仕組みづくり

・候補地の抽出
・グレードアップの候補地選定

・民有地の候補地把握調査
・候補地の登録制度策定

モデル事業

Ｈ２９ Ｈ３０

地域福利増進事業
（対象：直売所，仮設道路等）

利用権
付与

仮設住宅用地確保のための本県の取組み
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主管省庁（内閣官房，内閣府）
【現状と課題】

　

【政権与党の政策方針】

《平成30年度国予算の内容》
　◇　大規模地震対策の強化　１４８百万円（内閣府）
　　・　南海トラフ地震，首都直下地震等の大規模地震対策を推進

《自由民主党 総合政策集2017 J-ファイル》（P87，P90）
　◇　国民の生命と財産を守る「国土強靱化」の加速

《公明党 マニフェスト2017》（P18）
　◇　地域防災対策
　　・　自主防災コミュニティの組織化・訓練の実施を進め，地域防災力の向上

県担当課名　　とくしまゼロ作戦課
関係法令等　　災害対策基本法，被災者生活再建支援法

87　大規模災害時における避難生活の早期解消について

　■　本県では，南海トラフ巨大地震発生時，
    「多数の家屋倒壊」や「ライフラインの途絶」により，
    最大で２２万７千人の方々が避難所生活を余儀なくされると想定している。

  ■　現在の「被災者生活再建制度」では，全壊や大規模半壊に限定されているが，
　　半壊や床上浸水の被害でも，日常生活に大きな支障が生じている。

　■　発災時には，避難所の被害等により，すべての避難者を地元市町村で
　　収容することが困難な場合も懸念される。

　■　また，行政等からの情報が届かないことにより，被災者間に情報格差が生じ，
　　生活再建の遅れなど支障をきたすことが懸念される。

直面する課題

避難生活の早期解消が必要!!

避難者の移送

支援物資の輸送

広域避難元 広域避難先

収容人数を超える避難者が発生

床上浸水半壊全壊

南海トラフ巨大地震発生

避難所
避難所

被災者生活再建
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【課題解決への方向性と処方箋】

　

【徳島発の政策提言】

　・　広域避難を円滑に実施するため，避難者や支援物資などの
　　輸送手段を確保するとともに，国において統一的なオペレーションを行うこと。

　・　被災者の早期の生活再建を図るため，国においても，
　　法律相談をはじめとする専門性の高い相談体制を構築すること。

　■　被災者の生活再建を促進するためには，被災した市町村に加え，
　　県や国の更なる支援が必要である。

　・　県域を越えた広域避難の発生に備えるため，国においても
　　「広域避難ガイドライン」を策定すること。

　■　また，本県では，弁護士会などからなる「県士業ネットワーク推進協議会」と
    協定を締結し，「避難所での相談体制」を構築しており，
　　国においても，広域避難に備え，全国レベルでの体制の構築が必要である。

　・　国の「被災者生活再建支援金」の支給対象を半壊，床上浸水など
　　日常生活に大きな支障が生じている住宅等にも，
    適用対象となるよう見直すとともに，
　　支給額の引き上げ及び被害認定等においても弾力的な運用を行うこと。

　■　市町村の区域や県域を越えた「広域避難」の実施にあたっては，
　　全国統一の指針や仕組みづくりが必要である。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 大規模災害時における広域避難の円滑な推進

提言② 避難生活の早期解消へ向けた支援制度の充実

将来像

国土強靱化の加速に向けて

大規模災害時における「安全・安心」な避難環境の実現!!

「広域避難ガイドライン」を策定

H30.3月

徳島県の取組み 県被災者生活再建支援制度

支援法(国) 県支援制度 単位：万円

Ａ市

Ｂ町
Ｃ村

・全壊・大規模半壊世帯に加え半壊や床上浸水世帯も適用

・被災者生活再建支援制度対象外の市町村も支援

全国初!

隣接市町村への避難!!

全国

トップクラス

の支援
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88　気候変動に適応した治水・利水対策の推進について

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《平成30年度国予算の内容》
　◇　治水　７，５７４億円
　◇　防災・安全交付金　１兆１，１１７億円
《自由民主党 総合政策集2017 J-ファイル》（P84，P87）
　◇　国民の生命と財産を守る「国土強靱化（日本を強くしなやかに）」の加速
　　・　防災・減災の予防的な取組を推進
　◇　地球温暖化に対する適応策の推進
　　・　地球温暖化の進行に伴い増加している異常気象・災害等による被害を防止
県担当課名　　河川整備課，流域水管理課
関係法令等　　河川法

主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省水管理・国土保全局）

　■　九州北部での線状降水帯による豪雨など，気候変動が顕在化し，
　　大河川のみならず，県内の中小河川においても，甚大な浸水被害が
　　頻発・激甚化している。
　■　吉野川では，「早明浦ダム」管理開始以降，計画規模を上回る４度の洪水が
　　発生する一方，３度のダムパンクをはじめ渇水が頻発，
    また，那賀川では，平成26・27年と２年連続で浸水被害を受けるとともに，
　　「長安口ダム」において，計画堆砂量を大きく上回る土砂が堆積する等，
　　治水・利水両面で水災害へのリスクが高まっている。
　■　直轄河川と県管理河川の合流部において，
　　各管理者それぞれで実施している維持修繕については，
　　一体的に施工しなければ，流域全体の治水安全度の向上は困難である。

直面する課題

整
備
の
状
況

気
候
変
動

渇水

洪水

19%

長安口ダム堆砂経年変化

出典：国交省ＨＰ 直轄河川堤防整備状況（平成29年3月末現在）

台風が常襲する西日本では

「吉野川」のみ

堆
砂
の
状
況

全国の主な直轄河川の無堤防率

平成20年渇水時の
早明浦ダムのダム湖

平成16年洪水による吉野川の
氾濫被害（東みよし町）

雨の降り方が
局地化・頻発化・激甚化

500

累
計
堆
砂
量
（

）

計 画： 約 ５３０万m3

現 在： 約１,６００万m3

1,000

1,500

0

約３倍

S.31 H.29

旧大川村役場

万
m3

山口谷川

残
さ
れ
た
無
堤
地
区

無堤地区“ ８箇所 ”未着手吉野川

【無堤地区での整備状況】

事業中

未着手

２箇所

８箇所

-175-



【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

  

　・　「早明浦ダム」において，堤防整備と一体的な推進により治水安全度を高める
　　「早明浦ダム再生事業」を着実に推進すること。

　・　「長安口ダム」において，「放流ゲート増設工事」に続き，
　　確実に「選択取水施設」を平成31年度に完了させるとともに，
　　安定的に貯水池機能を維持するため，ベルトコンベア運搬方式を核とした
　　｢長期的堆砂対策｣を着実に推進すること。

　■　水災害の頻発・激甚化に対して，安全・安心を確保するため，
　　発生頻度の高い洪水を対象に，計画的な整備を着実に推進するとともに，
　　新たな手法を取り入れる必要がある。

　■　洪水・渇水によるリスクを早期に軽減するため，「早明浦ダム」や
　　「長安口ダム」において，「ダム再生」を推進する必要がある。

提言①　水災害の頻発・激甚化に対応する治水対策の推進
　・　吉野川での「直轄河川改修事業」及び那賀川での「床上浸水対策特別緊急事業
　　（直轄・補助）」をはじめ，中小河川においても治水対策を計画的に実施し，
　　無堤地区の早期解消が図られるよう，必要な予算をしっかりと確保すること。

　・　直轄河川に流入する中小河川の効率的・効果的な治水対策として，
　　本川と一体不可分の区間における「大規模維持修繕」について，
　　直轄事業において施工できる制度を創設すること。

　治水の上に利水が成り立つとの考えのもと，全国に先駆け制定した
「徳島県治水及び利水等流域における水管理条例」を踏まえ

提言②　既設ダムを有効活用した「ダム再生」の推進

方向性（処方箋）

具体的内容

将来像

「治水・利水対策の推進」による「安全で豊かな暮らし」の実現！

国土強靱化の加速に向けて

「ダム」と「堤防」
の一体的整備

●洪水吐きの
新 設

早明浦ダム

【 H30年度国予算 】

「調査段階」を経ず，

一気に新規事業化へ

住民の悲願

「洪水被害の解消！」

に向け，大きな弾み！

新たな一歩！

新たな手法 ：土砂の流れ紀伊水道

●堤防整備

●ダム改造
●堤防整備
●堆砂対策 の

三位一体

●ダム改造
●長期的
堆砂対策

長安口ダム

ダム再生

加茂第二箇所

着実な堤防整備

「吉野川水系河川整備計画」

変更(H29.12.20)

・岩津上流無堤地区

10年以内着手

本川

支川

本川

支川も含めた流域の安全性向上

支川

直轄管理

直轄管理県管理

一体施工

吉

野

川
加茂谷川

：事業実施中
：整備済み

放流ゲート
増設による
治水・利水
機能の向上

無堤地区の解消
により洪水被害
を軽減

ベルトコンベア
運搬方式による
堆砂除去により
洪水調節機能
の維持

一体施工

土砂堆積

樹林化 護岸損傷

本川と一体的な
大規模維持修繕

県管理
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89　河川・海岸の地震・津波対策の推進について

主管省庁（内閣官房，内閣府，農林水産省農村振興局，水産庁，
国土交通省水管理・国土保全局，港湾局）　　　　　

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《平成30年度国予算の内容》
　◇　治山治水　７，８１１億円
　◇　防災・安全交付金　１兆１，１１７億円
《自由民主党 総合政策集2017 J-ファイル》(P87，P88)
　◇　国民の生命と財産を守る「国土強靱化（日本を強くしなやかに）」の加速
　◇　災害に強く国民に優しいまちづくりと都市の競争力の強化
《公明党 マニフェスト2017》（P18）
　◇　首都直下型地震，南海トラフなどの巨大地震対策

県担当課名　　河川整備課，流域水管理課，運輸政策課，生産基盤課
関係法令等　　河川法，海岸法，漁港漁場整備法

　■　本県では，吉野川や那賀川など大河川の河口部を中心とした沿岸域に
　　人口･財産が集中しており，津波による被災リスクが高い。

　■　「設計津波（Ｌ１）の水位」より低い海岸堤防の割合が高く，特に
　　県南部では，避難時間を確保するための高さすら満足できていない海岸が多い。

　■　多大な時間と多額の費用を要する地震・津波対策については，
　　「全国防災事業」の終了に伴い，整備の進度に遅れが生じている。

直面する課題

最大クラス津波（Ｌ２）：H24.10.31公表

設計津波（L１）：H25.3.29公表

「設計津波（L1）」高さが

不足している海岸

82海岸／全136海岸

製紙工場

製品工場
鉄工所

紡績工場

③那賀川・桑野川 白色ＬＥＤ
世界シェア１位

製紙業界売上高
国内シェア１位

H29.12.17 完成式典

①撫養港海岸
○病院・大型物流倉庫等の

安全・安心の確保が実現！
○新たに複合レジャー施設が進出

ＬＥＤ工場

吉野川

旧吉野川・今切川

津波の
到達時間が短い

20cmの潮位変動
海陽町宍喰：６分

甚大な津波被害
の発生を懸念

「避難時間の確保」高さ
が不足している海岸
３９海岸／全１３６海岸

◎

徳島小松島港海岸

橘港海岸

宍喰川

南海トラフ巨大地震の被害想定

●死者数 約 ３．１万人
（うち 津波 約 ２．７万人）

●全壊棟数 約１１．６万棟

●港湾被害ﾊﾞｰｽ数 ２２０箇所

徳島県南海トラフ巨大地震被害想定

日本の
リーディング
カンパニー
にも影響

那賀川

衛生用紙生産量
国内シェア３位

派川那賀川

①

②

③

撫養港海岸

浅川港海岸④

那賀川・桑野川

「避難時間」が
確保されていない
海岸が多い

○南海トラフ巨大地震の発生確率
発生確率：今後３０年内に約７０～８０％
地震調査委員会(H30.2.9)

徳島県庁

桑野川

商業施設
(大型スーパー他)
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

提言　南海トラフ巨大地震に備えた地震・津波対策の
　　着実な推進

　・　「国土強靱化アクションプラン2017」の目標達成に向け，吉野川・那賀川や
　　徳島小松島港海岸・橘港海岸などの堤防等の整備・耐震化，及び陸閘の
　　自動化等，地震･津波対策を着実に進めるため，予算を確保すること。

　・　「南海トラフ特別措置法」で指定された「特別強化地域」の
　　地震・津波対策を推進するため，「全国防災事業」に代わる新たな財政支援
　　制度を創設すること。

　■　南海トラフ巨大地震を迎え撃つため，人命を守るとともに
　　災害時において社会経済システムが機能不全に陥らないように，
　　河川･海岸の地震･津波対策を着実に継続して進める必要がある。

　■　津波到着時間が早い地域において，
　　「人命の保護」と「被害の最小化」を図るため，
　　「住民等の安全な避難」に資する取組みが必要である。

　・　特に，旧吉野川・今切川においては，「吉野川水系河川整備計画（変更）」
　　（平成29年12月策定）に位置付けられた堤防整備・液状化対策等を計画的に
　　推進すること。

方向性（処方箋）

具体的内容

将来像

沿岸域が強靱化された「安全･安心な社会」の実現！

河川・海岸堤防に要する対策費
約１２００億円※

※「避難時間を確保」するための対策費

【徳島県の海岸保全基本計画】(H26.3 改定)

まずは，住民の生命を守ることを最優先に
「避難時間を確保する段階的な対策」を推進

液状化対策

津波

既設堤防

避難時間を
確保する高さ

設計津波（L1）の水位に
対応する高さ

国土強靱化の加速に向けて

国土強靭化

地震・津波

対策の

着実な推進

一億総活躍

社会の礎

全国に先駆け策定

②旧吉野川・今切川

徳島市 松茂町

鳴門市

徳島阿波おどり空港

徳島自動車道

今切川

松茂ｽﾏｰﾄIC

国道11号

旧吉野川

：将来計画：現計画

④ 浅川港海岸（H29.3完成）

【水門・樋門・陸閘等の自動化・閉鎖】
対策必要箇所：1,549箇所（進捗率 44%）

：浸水想定区域(L1津波)
：対策必要区間(L1津波)
：対策完了区間(不要区間含む)

整備計画に位置付け

対策必要区間：28.2km（進捗率 27%）
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【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2017 J-ファイル》（P85，P89）
　◇　豊かな自然環境を取り戻す仕組みづくり
　◇　生産性・機能性を高めるインフラマネジメントの推進
　　・　既存施設の機能を最大限に活用した取組を推進
県担当課名　　流域水管理課
関係法令等　　河川法，水資源開発促進法

90　安定的に水の恵みを享受できる社会の構築について

主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省水管理・国土保全局）

　■　「南海トラフ巨大地震」や「中央構造線活断層地震」などの大規模な
　　自然災害の発生により，広域かつ長期の断水が生じると危惧されている。

　■　吉野川では，「早明浦ダム」管理開始以降においても，渇水が頻発しており，
　　気候変動による異常少雨で，「未曾有の渇水」が発生する可能性がある。

　■　河床変動による水位低下や営農形態の変化により，
　　安定した水利用に支障を来すなど，利水面での課題が顕在化している。

　■　分水により支川「銅山川」では，流量が減少し，河川環境が悪化している。

　■　吉野川水系では，分水による利水が四国全体に大きな恩恵を与えている一方，
　　無堤地区をはじめ，本県の治水対策は未だ不十分であり，
　　全国に先駆け制定した「徳島県治水及び利水等流域における水管理条例」の
　　「治水の上に利水が成り立つ」との理念が実現していない。

直面する課題

ダム管理開始以降

４３年間で２７回の

取水制限

頻発する渇水

３度の「ダムパンク」

（Ｈ６，Ｈ１７，Ｈ２０）

平成20年渇水時の

早明浦ダムのダム湖
流量の減少

ポンプアップにより

農業水路に配水

取水口

土砂堆積・樹林化

深掘れ

農水取水が
支障に

麻名用水

３年に
２回

早明浦ダム再生事業 放流設備増設イメージ

平成３０年度

新規事業化へ！
住民の悲願

「洪水被害解消」へ

大きな弾み！

近１０年における吉野川の取水制限状況
制限日数

Ｈ２９ ９４日

Ｈ２６ ５日
Ｈ２７ －
Ｈ２８ ４４日

Ｈ２３ －
Ｈ２４ ２日
Ｈ２５ ３４日

Ｈ２０ １２４日
Ｈ２１ １３６日
Ｈ２２ －

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

取水制限期間
吉野川

流れがなく，

よどみが発生

H14.9.25
徳島新聞

旧大川村役場

流況の変化
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

  

　・　善入寺島における越流をはじめ，下流での浸水被害の軽減を図るため，
　　上流での「きめ細やかなダム運用」を実施すること。

　・　危機時において最大限に活用するため，現水量を維持するとともに，
　　本県の「水系を越えた水融通」が円滑に実施できるよう，
　　制度面・技術面で全面的に支援すること。

　・　新たな渇水対策手法として，「節水し貯金通帳方式で蓄えた水」や
　　「既設ダムの弾力的運用で貯留した水」を活用する取組みを実施すること。

　・　渇水時に「支川銅山川を含む吉野川水系全体での水利調整」を実施すること。

　・　良好な水環境を保全するため，歴史を鑑み，現水量を維持するとともに，
　　水環境の再生を図るため，富郷ダムの運用変更により，
　　「洪水時の水を貯め，銅山川における維持流量の増量放流」を実施すること。

　・　麻名用水をはじめ，農業用水の安定取水に資する適切な河道管理や，
　　営農形態の変化に柔軟に対応する「春水の確保」など，
　　地域のニーズを的確に捉えた取組みを推進すること。

　・　治水の労苦を分かち合う洪水時の「香川用水の活用」を実施すること。

提言①　切迫する危機事象に対応する水供給の推進

提言②　水環境の保全及び再生に対応する水供給の推進

　■　いかなる危機時においても，「安定した上水供給」及び「企業の事業継続」
　　が可能となる最低限必要な水を確保する取組みを推進するともに，
　　過去経験したことのない渇水の発生を想定した対応策を検討する必要がある。

　■　吉野川の良好な水環境を，「未来に引き継ぐかけがえのない財産」と認識し，
　　健全な河川環境の保全及び再生に向けた対策を推進する必要がある。

　■　ダムでの水の貯め方，使い方を工夫し，
　　既存ダムを賢く最大限に活用する「ソフト対策」を講じる必要がある。

　■　渇水時に，自主的な節水により貯留した水を，独自の裁量で使用可能な水源
　　として確保（貯金通帳方式）できるようにする必要がある。

洪水調節容量

利水容量等

既
存
ダ
ム

方向性（処方箋）

具体的内容

将来像

「吉野川の水の恵み」を享受できる新次元の水管理を実現！

国土強靱化の加速に向けて

既存施設を最大限に活用危機事象に確実かつ柔軟に対応

貯金通帳方式 弾力的な運用
節水して

貯金通帳方式で

ダムに貯留
洪水調節に

支障ない範囲

で貯留

「利水対策」「環境対策」に活用

未曾有の

渇水

水融通

渇水に備えた水利用

ダ
ム
補
給
量

補給

渇水進行 延命化

吉野川の“水の秩序”は，先人の絶え間ない「治水の労苦の歴史」の中で成立！

水管理条例が示す「本県の水管理の考え方」を，

しっかりと水資源開発基本計画（フルプラン）に反映！
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